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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

   提出会社の経営指標等 

 （注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。また、持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載しており

ません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (千円) 11,054,956 10,168,475 11,872,829 13,229,763 14,040,743 

経常利益 (千円) 532,100 549,855 919,160 1,005,640 870,880 

当期純利益 (千円) 303,473 300,353 633,530 578,768 538,637 

持分法を適用した場合の投

資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 222,700 222,700 222,700 222,700 222,700 

発行済株式総数 （株） 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 

純資産額 (千円) 3,442,025 3,695,831 4,287,715 4,802,900 5,278,725 

総資産額 (千円) 5,700,131 5,448,947 6,385,246 7,595,170 7,769,858 

１株当たり純資産額 （円） 1,063.39 1,143.61 1,326.10 1,486.04 1,634.79 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当

額） 

（円）

（円）

12 

(―) 

12 

(―) 

18 

(―) 

18 

(―) 

18 

(―) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 91.55 92.22 194.41 177.85 166.81 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 60.4 67.8 67.2 63.2 67.9 

自己資本利益率 （％） 9.2 8.4 15.9 12.7 10.7 

株価収益率 （倍） 6.2 7.6 7.5 9.8 9.0 

配当性向 （％） 13.1 13.0 9.3 10.1 10.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 1,355,103 423,194 1,039,000 1,085,205 900,972 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △988,651 △428,271 △1,042,234 △1,031,325 △1,394,049 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △358,638 △38,794 △39,109 △57,959 473,156 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(千円) 112,327 68,456 26,112 22,033 2,113 

従業員数 （名） 220 215 214 234 256 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和32年３月 伊達食品株式会社として資本金5,000千円で福島県伊達郡桑折町大字谷地字塚下１番地に設立、

果実缶詰の製造を開始する。 

昭和46年３月 東洋水産株式会社が大和製罐株式会社の仲介により、当社の主要株主となり当社が子会社となっ

たのを機に商号を福島東洋株式会社と変更し、即席麺、調理品の製造を開始する。 

昭和51年11月 レトルト米飯（パウチ製品）を自社開発し、東洋水産株式会社向けに製造を開始する。 

昭和52年１月 本社および工場を福島県伊達郡桑折町大字成田字二本木10番地の１（現在地）に移転、レトルト

米飯の本格的生産に着手する。 

昭和52年７月 株式会社アートコーヒーの飲料缶（缶入り飲料）の受託製造を開始する。（昭和55年３月契約解

除） 

昭和54年７月 果実缶詰の製造を中止する。 

昭和55年５月 ユーシーシー上島珈琲株式会社と飲料缶（缶入り飲料）の製造委託基本契約を締結、製造を開始

する。（平成12年７月契約解除） 

昭和61年10月 大塚化学株式会社とレトルトカレーの製造委託基本契約を締結、製造を開始する。 

平成元年２月 ユーシーシー上島珈琲株式会社扱いのサントリー株式会社の飲料缶（缶入り飲料）の製造を開始

する。 

平成元年３月 旭化成工業株式会社（現旭化成ファーマ株式会社）と経口経管濃厚流動食の製造委託基本契約を

締結、同年９月より製造を開始する。 

平成７年７月 紙容器入り流動食の無菌充填方法を開発し、旭化成工業株式会社（現旭化成ファーマ株式会社）

向けに製造を開始する。 

平成９年２月 アサヒビール食品株式会社（現アサヒフードアンドヘルスケア株式会社）と冷凍麺類の製造委託

基本契約を締結する。（平成15年３月契約解除） 

平成９年５月 東洋水産株式会社とトレー入り無菌包装米飯の製造委託基本契約を締結する。 

平成９年７月 商号をフクシマフーズ株式会社に変更する。 

平成10年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録する。 

平成12年５月 サントリー株式会社と清涼飲料水の製造委託基本契約を締結する。（平成15年10月契約解除） 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場する。 



３【事業の内容】 

 当社の親会社である東洋水産株式会社が営んでいる主な事業内容は、魚介類の仕入・加工・販売、即席麺を中心と

する加工食品の製造・販売、冷蔵倉庫業ならびに不動産賃貸業であります。当社は東洋水産株式会社の子会社とし

て、同社からの製造委託に基づくマルちゃんブランドの即席麺および包装米飯の製造を主な事業内容としておりま

す。 

＜即席麺、米飯部門＞ 

＜その他＞ 

 流動食部門において、旭化成ファーマ株式会社等から製造委託を受けて、濃厚流動食を製造しております。 

４【関係会社の状況】 

 （注） 有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

（親会社） 

東洋水産㈱ 
東京都港区 18,969,524 食品の製造販売 51.83 

同社即席麺、包装

米飯製品の一部を

受託製造しており

ます。 

役員の兼任等…有 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

256  39.8 9.2 3,491,030 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、地域、業種、企業間により格差はあるものの設備投資が引き続き増加傾向

にあるほか、雇用環境も順調に改善を続けており、個人消費は天候要因などから幾分弱めではありますが、景気は

穏やかに拡大しつつあります。 

 食品業界におきましては、暖冬による消費の停滞に加え、原料・包装資材の値上げ等、厳しい状況が続いており

ます。 

 このような状況の中で、当社は製造コスト削減、合理化・省力化を進めてまいりました。また、「安全で安心な

食品を安定してお客様に提供する。また、地球環境にやさしい事業活動を推進する。」ことを基本方針に、品質管

理体制の強化、地球環境問題への取り組みを積極的に行ってまいりました。 

 その結果、当事業年度の売上高は前年同期比6.1％増の14,040,743千円となりました。経常利益は合理化・省力

化など経費削減を図り業績向上に努めましたが重油高による動力費の増加や無菌包装米飯第二工場稼動による減価

償却費の増加により、前年同期比13.4％減の870,880千円となりました。また、当期純利益は投資有価証券売却益

を計上しましたが前年同期比6.9％減の538,637千円となりました。 

 部門別業績の概況は次のとおりであります。 

［即席麺部門］ 

 袋麺の受注が順調だったものの、カップ麺の受注が減少したことにより、売上高は前年同期比2.8％減の

8,060,188千円となりました。 

［米飯部門］ 

 トレー入りレトルト包装米飯の受注と、無菌包装米飯第二工場の本稼動による無菌包装米飯の受注が順調に推

移し、売上高は前年同期比19.2％増の5,323,273千円となりました。 

［その他］ 

 濃厚流動食は順調に推移しました。またＦＤ（フリーズドライ）カップスープ製品についても受注が増加した

ことにより、売上高は前年同期比39.8％増の657,280千円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

  当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）については、前期末残高22,033千円に比べて

 19,920千円減少し、当期末残高2,113千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、900,972千円の収入となり前年同期比184,232千円の減少となりました。これは主に、

未収消費税等の増加によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、1,394,049千円の支出となり前年同期比362,723千円の減少となりました。これは主 

に、ＣＭＳ預け金の回収による収入があったものの有形固定資産の取得による支出があったことによるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、473,156千円の収入となり前年同期比531,115千円の増加となりました。これは主に、

関係会社短期借入金の増加によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％） 

即席麺 8,070,920 △2.7 

米飯 5,370,929 20.4 

その他 646,528 34.9 

合計 14,088,378 6.4 

事業部門 
受注高 受注残高 

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円） 前年同期比（％） 

即席麺 8,015,474 △3.8 147,964 △23.2 

米飯 5,336,735 19.1 118,650 12.8 

その他 650,965 34.8 28,486 △18.1 

合計 14,003,174 5.3 295,101 △11.3 

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％） 

即席麺 8,060,188 △2.8 

米飯 5,323,273 19.2 

その他 657,280 39.8 

合計 14,040,743 6.1 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

東洋水産株式会社 12,851,997 97.1 13,631,056 97.1 



３【対処すべき課題】 

 当社は食品に携わる企業として、社会的責任を自覚し、安全・安心な食品を提供することはもとより、法令を遵守

し、社会・消費者・株主・従業員に対して貢献できる会社を目指します。 

 また、品質・環境の統合マネジメントシステムを構築し、ＩＳＯ9001・ＩＳＯ14001の認証取得をしました。これ

らを活用し経営効率の向上につなげ、製品の安全、環境保全、資源の有効利用、省エネルギー、廃棄物のリサイクル

化等の品質管理・環境問題に対し、その有効性を継続的に改善してまいります。 

 今後、原油価格の動向次第により、包材、原材料等の価格に影響される中で、製造コストの更なる削減を進めてま

いります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年6月26日）現在において当社が判断したも

のであります。 

    ①経済状況 

 当社は加工食品を中心とした食品製造業を営んでおります。そのため、ＢＳＥ問題、鳥インフルエンザの発生、

残留農薬問題などの食品に係る諸問題の発生に伴い、一部の製品受注等に影響がありました。また冷夏などの天候

にも影響を受ける製品もあります。当社は、消費者の不信を取り除き、安心して購入していただけるようにＩＳＯ

の認証を取得し、より一層の原材料等の管理体制の強化を図ってまいりましたが、自然または人為的な諸問題によ

り影響を受ける可能性があります。 

 また食品業界全体において、個人消費の低迷、商品単価の下落が続き、販売競争がますます厳しくなっておりま

す。このような厳しい販売競争に対応するために、当社は、生産体制の再構築を進め、より一層のコスト削減を推

進してまいりますが、デフレ経済の継続、雇用不安などによる消費者心理の低迷など消費動向に影響を受け委託先

からの受注が減少する可能性があります。 

  ②親会社との関係 

    当社の主要販売先は、親会社である東洋水産株式会社であります。 

 最近５年間の東洋水産株式会社への売上割合は下記の通りであります。東洋水産株式会社との関係は良好に推移

しており、今後とも取引の維持、拡大に努める所存ですが、東洋水産株式会社の事業展開の変更により、当社の経

営成績に影響を受ける可能性があります。 

 最近５年間の売上高、東洋水産株式会社向けの売上高及び売上割合 

  ③製品事故 

 当社はＩＳＯの認証取得などを推進し安全な食品作りに積極的に取り組んでおり、製品事故を未然に防ぐための

設備の充実、管理体制の強化などを図っております。しかし原材料の腐敗や農薬などの問題、製造工程での異物の

混入、アレルゲン問題、流通段階での破袋等によるカビの発生など、製品事故が発生する可能性があります。その

ため製造物責任賠償保険等にも加入しております。万が一製造物責任賠償につながるような大規模な製品事故が発

生した場合には、製品回収など多額のコストの発生や当社の評価に影響を与え、それによる売上高の減少など、当

社の業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  ④販売価格 

 食品業界全体が、個人消費の低迷、商品単価の下落が続き、販売競争がますます厳しくなっております。それに

伴い、当社の製造品についても、受託価格が下落し、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。また当社の製

造品に使用している一部の原材料（米、小麦粉など）についても収穫高などによる市場価格の変動の影響を受け、

これが製造コストに影響し、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。 

  ⑤公的規制 

 当社は各事業活動において食品衛生、食品規格、通商、独占禁止、特許、消費者、租税、環境、リサイクル関連

などの法規制の適用を受けており、当社はこれら規制を遵守しております。万が一これら規制を遵守することを怠

った場合、当社の事業活動が制限される可能性があります。またこれらの規制が遵守できなかった場合に設備の充

実などでコストの増加につながる可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

売上高（千円） 11,054,956 10,168,475 11,872,829 13,229,763 14,040,743 

東洋水産㈱売上高 

（千円） 
9,520,991 9,817,384 11,562,225 12,851,997 13,631,056 

割合（％） 86.1 96.5 97.4 97.1 97.1 



  ⑥固定資産の減損 

 当社においては平成16年4月1日以降開始する事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、減損処

理の必要性について検討をしております。その結果、当事業年度の損益に与える影響はありませんでした。ただ 

し、今後の固定資産の時価の動向、固定資産の利用状況及び固定資産から得られるキャッシュ・フローの状況など

によっては、減損損失を計上する可能性もあり、その場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は受託製造を主要業務としております。主な製造委託契約は次のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、当社の主力製品である米飯類の新製品の開発を行っております。 

 消費者の食に対する意識の変化から、健康志向食品市場が活発化しています。その動向に合わせ、素材本来の効

果・効能に着目し、その中から選定した健康粥の開発を行っております。 

 現在、新製品の開発については、製品開発課の４名があたり、当事業年度における研究開発費は39,392千円であり

ます。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年6月26日）現在において当社が判断したものであ

ります。 

  （１）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。 

なお、個々の「重要な会計方針及び見積り」については、「第５ 経理の状況 財務諸表等 重要な会計方針」

に記載のとおりであります。 

  （２）当事業年度の経営成績の分析 

 ①売上高 

  「第２ 事業の状況 １業績等の概要（１）業績」をご参照ください。 

 ②経常利益 

  合理化・省力化など経費削減を図り業績向上に努めましたが重油高による動力費の増加や無菌包装米飯第二

工場稼動による減価償却費の増加により、前年同期比13.4％減の870,880千円となりました。 

 ③当期純利益 

  投資有価証券売却益を計上しましたが前年同期比6.9％減の538,637千円となりました。 

 なお、経営成績に重要な影響を与える要因については「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照く

ださい。 

  （３）当事業年度の財政状態の分析 

 当事業年度の資産につきましては、流動資産は1,823,800千円となり、前年同期比357,129千円の減少となり

ました。これは主に、ＣＭＳ預け金を無菌包装米飯第二工場の設備投資資金として使用したことによるもので 

あります。固定資産は5,946,057千円となり、前年同期比531,817千円の増加となりました。これは主に、米飯 

部門の無菌包装米飯第二工場の建設に伴う有形固定資産の増加によるものであります。 

 負債につきましては、流動負債は1,915,275千円となり、前年同期比281,872千円の減少となりました。これ 

は主に、無菌包装米飯第二工場の建設に伴う未払金の減少によるものであります。固定負債は575,856千円とな

り、前年同期比19,264千円の減少となりました。これは主に、退職給付引当金の減少によるものであります。 

  純資産につきましては、当期純利益538,637千円を計上したことにより5,278,725千円となり、前年同期比 

475,825千円の増加となりました。   

 なお、資金の流動性については「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フローの状況」 

をご参照ください。 

相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

東洋水産㈱ マルちゃん製品 製造委託 平成13年４月１日から１年間（自動更新） 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度の設備投資は、米飯製造設備の増設等により、全体で1,419,255千円を実施いたしました。 

 主な内容としては、米飯部門879,564千円、間接部門458,599千円であります。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 帳簿価額の「その他」は、「車両及び運搬具」及び「工具器具備品」の合計であります。 

２ 「土地」の帳簿価額は「間接部門及び管理部門」の合計に含めております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

  該当事項はありません。 

（２）重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門 
設備の 
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
機械 

及び装置 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

本社及び工場 

（福島県伊達郡

桑折町） 

即席麺 

  

本社管理業務

及び製品製造

設備 

145,696 429,530 

467,569 

(43,057.46) 

1,611 576,838 102 

米飯  1,017,215 2,450,484 7,730 3,475,430 83 

その他 253,537 216,598 592 470,728 18 

間接部門

及び管理

部門 

  

435,076 254,183 19,365 1,176,195 53 

合計 1,851,525 3,350,797 467,569 29,300 5,699,193 256 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

ブックビルディング方式による募集 

発行価格480円 引受価額451円20銭 発行価額340円 資本組入額170円 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式1,000株は「個人その他」の欄に含めて記載しております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 11,500,000 

計 11,500,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成19年３月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成19年６月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,230,000 3,230,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 3,230,000 3,230,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成10年11月27日 

（注） 
350,000 3,230,000 59,500 222,700 98,420 213,620 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） ― 7 2 16 ― ― 502 527 ― 

所有株式数（単元） ― 148 9 2,104 ― ― 967 3,228 2,000 

所有株式数の割合

（％） 
― 4.58 0.28 65.18 ― ― 29.96 100 ― 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含ま 

 れております。 

  

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東洋水産株式会社 東京都港区港南２丁目13番40号 1,672 51.76 

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２丁目５番２号 121 3.74 

吉川紙業株式会社 福島県伊達郡桑折町大字成田字元宿２番地 80 2.47 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 50 1.54 

株式会社東邦銀行 福島県福島市大町３番25号 50 1.54 

株式会社トーモク 東京都千代田区丸の内２丁目２番２号 50 1.54 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号 50 1.54 

フクシマフーズ従業員持株会 福島県伊達郡桑折町大字成田字二本木10―１ 46 1.42 

加 藤   忠 福島県伊達郡桑折町 37 1.14 

佐藤株式会社 福島県郡山市中町２番７号 37 1.14 

計 ― 2,193 67.89 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

1,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

3,227,000 
3,227 ― 

単元未満株式 
普通株式 

2,000 
― ― 

発行済株式総数 3,230,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,227 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フクシマフーズ㈱ 

福島県伊達郡桑折町 

大字成田字二本木 

10-1 

1,000 ― 1,000 0.03 

計 ― 1,000 ― 1,000 0.03 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当時効はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

 当社の利益配分に関しましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の利益配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり18円の配当を実施することを決定しま

した。この結果、当事業年度の配当性向は10.8％となりました。 

 内部留保資金につきましては、将来の事業展開に備えて充実を図り、有効投資してまいりたいと考えております。

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 1,000 － 1,000 － 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年６月26日 

定時株主総会決議 
58,122 18 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第49期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 640 726 1,560 1,979 1,815 

最低（円） 475 540 ※ 700 1,290 1,430 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,551 1,550 1,541 1,550 1,550 1,539 

最低（円） 1,530 1,430 1,514 1,500 1,467 1,470 



５【役員の状況】 

 （注）１．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結のときから１年間 

    ２．平成17年６月24日開催の定時株主総会の終結のときから４年間 

    ３．監査役北村勝久氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

会長 
  井 上 安 雄 昭和20年10月25日生 

昭和43年４月 東洋水産㈱入社 

(注)１ 5 

平成３年６月 同社取締役就任 

平成９年６月 同社常務取締役就任 

現在に至る 

平成19年４月 当社顧問就任 

平成19年６月 当社代表取締役会長就任 

現在に至る 

代表取締役 

社長 
  磯 谷  晋 昭和20年11月29日生 

昭和43年４月 甲府東洋㈱入社 

(注)１ 4 

平成７年６月 ㈱酒悦取締役就任 

平成13年６月 八戸東洋㈱代表取締役専務就任 

平成17年６月 当社代表取締役社長就任 

現在に至る 

平成17年６月 八戸東洋㈱代表取締役社長就任 

平成17年６月 東洋水産㈱取締役就任 

平成18年４月 八戸東洋㈱取締役 

現在に至る 

取締役   木 村 哲 夫 昭和24年12月21日生 

昭和48年４月 東洋水産㈱入社 

(注)１ ― 

平成９年６月 東洋水産㈱総務部長 

平成11年６月 東洋水産㈱製品管理部長  

平成13年２月 東洋水産㈱品質保証部長 

平成16年６月 当社常勤監査役就任 

平成17年６月 当社取締役就任 

現在に至る 

取締役 工場長 道 田 竹 四  昭和26年10月７日生 

昭和45年４月 東洋水産㈱入社 

(注)１ ― 

平成11年７月 山陰東洋㈱取締役就任 

平成14年４月 甲府東洋㈱取締役就任 

平成15年４月 ユタカフーズ㈱鳥取工場長 

平成15年６月 ユタカフーズ㈱取締役鳥取工場

長就任 

平成18年６月 当社取締役工場長就任 

現在に至る 

監査役 

（常勤） 
  青 木 英 達 昭和22年７月31日生 

昭和47年９月 当社入社 

(注)２ 9 

平成11年６月 当社取締役生産部長就任 

平成16年４月 当社取締役就任 

平成17年６月 当社常勤監査役就任 

現在に至る 

監査役 

（非常勤） 
  北 村 勝 久 昭和15年11月24日生 

昭和34年４月 東洋水産㈱入社 

(注)２ 8 

昭和62年６月 東洋水産㈱取締役就任 

平成７年６月 東洋水産㈱常務取締役就任 

平成10年６月 当社監査役就任 

平成15年６月 東洋水産㈱常勤監査役就任 

現在に至る  

平成17年６月 当社監査役就任 

現在に至る  

計 26 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は株主および投資家重視の基本方針のもとに、取締役会において、迅速かつ的確な意思決定を図り、積極的

に情報開示を行う経営体制構築に取組んでおります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 ①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

ア）取締役及び監査役の役員構成 

 当社は、取締役４名、監査役２名（内１名は非常勤）の役員構成（平成19年6月26日現在）により施策等を実

施する監査役制度採用会社であります。なお、社外取締役の選任はありません。また、当社には法的に義務付け

られておりませんが、監査役２名中１名は会社法第２条第16号に定める社外監査役に該当します。 

イ）取締役会の開催状況 

 取締役会（定時・臨時）は、常勤監査役出席のもと、迅速かつ的確な意思決定の場として、資本と経営が明確

に分離された環境で、取締役会規則等に則り厳正なる運営がなされております。 

ウ）監査役監査の状況 

 常勤監査役は全ての取締役会に出席し、公正な経営監視を図るため、取締役の業務執行に関する監査を行うと

ともに、適宜、意見の表明を行っております。 

エ）内部監査の状況 

 当社は、常勤監査役により各部署を対象として遂行業務の法的なチェックおよび定款の遵守のチェックを適宜

行っております。さらに、あずさ監査法人から会計監査内容について説明を受け情報交換を行うなど連携を取っ

ております。なお、当事業年度より内部監査室を設けております。内部監査室は、リスク管理の状況を正確に把

握できる体制を整備し、必要に応じて独自に監査し、その状況を逐次取締役会に報告いたします。 

オ）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役は選任しておりません。 

 社外監査役と当社とは取引関係その他利害関係はありません。 

カ）リスク管理体制の整備状況 

 リスク管理体制の一環として、幹部会議を毎月実施しております。幹部会議は全役員、全管理職を対象に、経

営方針の確認、問題点の把握等のあらゆる面において共通認識を持つ事を目的として行われております。また、

特に法令遵守（コンプライアンス）に関しては、全社員に徹底すべく意識の確認を行い、企業体質の強化を図っ

ております。 

キ）役員報酬の内容 

 当事業年度における役員報酬の総額は 33,890千円であり、その内、取締役に支払われた報酬の総額は17,370

千円であり、監査役に支払われた報酬の総額は 16,520千円であります。 

ク）取締役の定数 

 当社の取締役は、７名以内とする旨定款に定めております。 

ケ）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 



コ）自己株式の取得の決定機関 

 当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定

款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。 

サ）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。

②会計監査の状況 

  当社の会計監査については、あずさ監査法人を選任しております。なお、業務を執行した公認会計士の氏名に

ついては次のとおりであります。 

 ・あずさ監査法人  池谷修一、宮原正弘 

 監査業務に係る補助者の構成については次のとおりであります。 

 ・あずさ監査法人  公認会計士２名、会計士補４名、その他３名 

 なお、当事業年度における公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の総額は12,500千円であり

ます。 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の

財務諸表については中央青山監査法人とあずさ監査法人の共同監査を受け、当事業年度（平成18年４月１日から平成

19年３月31日まで）の財務諸表についてはあずさ監査法人の監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日をもって、法人名称をみすず監査法人に変更しております。 

３ 連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     22,033     2,113  

２ 売掛金 ※３   1,371,266     1,421,414  

３ 製品     69,398     84,676  

４ 原材料     92,555     124,517  

５ 仕掛品     10,982     11,437  

６ 貯蔵品     31,892     25,440  

７ 前払費用     3,848     5,470  

８ 未収消費税等     －     97,913  

９ 繰延税金資産     45,119     45,699  

10 ＣＭＳ預け金 ※３   529,409     －  

11 その他     4,423     5,116  

流動資産合計     2,180,929 28.7   1,823,800 23.5 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

(1）建物   1,928,204     2,796,773    

減価償却累計額   959,677 968,526   1,076,305 1,720,468  

(2）構築物   363,623     371,329    

減価償却累計額   241,007 122,616   240,272 131,056  

(3）機械及び装置   4,575,997     6,529,027    

減価償却累計額   2,714,430 1,861,566   3,178,229 3,350,797  

(4）車両及び運搬具   6,529     5,229    

減価償却累計額   4,792 1,736   4,387 841  

(5）工具器具備品   127,475     140,170    

減価償却累計額   103,365 24,109   111,711 28,458  

(6）土地     467,569     467,569  

(7）建設仮勘定     1,677,429     －  

有形固定資産合計     5,123,555 67.5   5,699,193 73.4 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産              

(1）商標権     530     340  

(2）ソフトウェア     141     41  

(3）電話加入権     873     873  

無形固定資産合計     1,545 0.0   1,255 0.0 

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券     40,739     2,890  

(2）従業員長期貸付金     1,889     250  

(3）長期前払費用     －     2,560  

(4）繰延税金資産     245,036     238,760  

(5）その他     1,474     1,147  

投資その他の資産合計     289,139 3.8   245,609 3.1 

固定資産合計     5,414,240 71.3   5,946,057 76.5 

資産合計     7,595,170 100.0   7,769,858 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 買掛金 ※３   913,799     924,701  

２ 関係会社短期借入金     －     531,180  

３ 未払金     745,946     7,250  

４ 未払費用     255,939     270,846  

５ 未払法人税等     232,273     171,806  

６ 未払消費税等     46,492     －  

７ 預り金     2,696     2,900  

８ 役員賞与引当金     －     6,590  

流動負債合計     2,197,148 28.9   1,915,275 24.7 

Ⅱ 固定負債              

１ 退職給付引当金     591,565     573,259  

２ 役員退職慰労引当金     3,555     2,597  

固定負債合計     595,121 7.9   575,856 7.4 

負債合計     2,792,270 36.8   2,491,132 32.1 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   222,700 2.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１ 資本準備金   213,620     －    

資本剰余金合計     213,620 2.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１ 利益準備金   37,500     －    

２ 任意積立金              

別途積立金   3,590,000     －    

３ 当期未処分利益   738,968     －    

利益剰余金合計     4,366,468 57.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    834 0.0   － －

Ⅴ 自己株式 ※２   △722 △0.0   － －

資本合計     4,802,900 63.2   － － 

負債資本合計     7,595,170 100.0   － － 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   222,700 2.9 

２ 資本剰余金               

  資本準備金   －     213,620     

資本剰余金合計     － －   213,620 2.7 

３ 利益剰余金               

(1）利益準備金   －     37,500     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     4,110,000     

繰越利益剰余金   －     695,003     

利益剰余金合計     － －   4,842,503 62.3 

４ 自己株式     － －   △722 △0.0 

株主資本合計     － －   5,278,100 67.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額
金 

    － －   624 0.0 

評価・換算差額等合計     － －   624 0.0 

純資産合計     － －   5,278,725 67.9 

負債純資産合計     － －   7,769,858 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※５   13,229,763 100.0   14,040,743 100.0

Ⅱ 売上原価              

１ 期首製品棚卸高   73,848     69,398    

２ 当期製品製造原価 ※５ 11,960,443     12,878,811    

合計   12,034,291     12,948,209    

３ 他勘定振替高 ※１ △7,992     △5,468    

４ 期末製品棚卸高   69,398 11,972,886 90.5 84,676 12,869,001 91.7

売上総利益     1,256,877 9.5   1,171,742 8.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１ 運賃保管料   22,691     24,876    

２ 役員報酬   29,852     33,890    

３ 給料手当   51,261     58,063    

４ 役員賞与引当金繰入額   ―     6,590    

５ 退職給付費用   8,620     8,912    

６ 役員退職慰労引当金繰
入額 

  2,932     1,001    

７ 減価償却費   6,812     11,869    

８ 研究開発費 ※２ 29,302     39,392    

９ 補修費   14,464     －    

10 委託報酬費   13,500     26,298    

11 製品補償費   14,240     14,191    

12 その他   66,516 260,194 2.0 75,028 300,115 2.1 

営業利益     996,682 7.5   871,627 6.2 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１ 受取利息 ※５ 3,278     245    

２ 受取配当金   13     15    

３ 保険配当金   1,435     1,472    

４ 固定資産税還付金   ―     2,141    

５ 雑収入   11,504 16,231 0.2 14,159 18,034 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

１ 支払利息  ※５ ―     4,251    

２ 製品廃棄損   603     1,758    

３ 機械解体撤去費用   3,669     6,782    

４ 雑損失   3,001 7,274 0.1 5,990 18,781 0.1 

経常利益     1,005,640 7.6   870,880 6.2 

Ⅵ 特別利益              

１ 過年度損益修正益  ※３ 5,424     ―    

２ 投資有価証券売却益  ※５ ― 5,424 0.1 45,875 45,875 0.3 

Ⅶ 特別損失              

  固定資産除却損  ※４ 49,339 49,339 0.4 19,848 19,848 0.1

税引前当期純利益     961,725 7.3   896,906 6.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  386,657     352,434    

法人税等調整額   △3,700 382,957 2.9 5,834 358,269 2.6 

当期純利益     578,768 4.4   538,637 3.8 

前期繰越利益     160,199     ―  

当期未処分利益     738,968     ―  

     



製造原価明細書 

 （注） ※１ 引当金繰入額が次のとおり含まれております。 

※２ 主なものは次のとおりであります。 

※３ 主なものは次のとおりであります。 

（原価計算の方法） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   9,377,725 78.4 9,883,107 76.6 

Ⅱ 労務費 ※１ 1,347,028 11.2 1,437,217 11.2 

Ⅲ 経費 ※２ 1,241,862 10.4 1,575,277 12.2 

当期総製造費用   11,966,616 100.0 12,895,602 100.0 

期首仕掛品棚卸高   18,122   10,982  

合計   11,984,738   12,906,584  

期末仕掛品棚卸高   10,982   11,437  

他勘定払出高 ※３ 13,312   16,335  

当期製品製造原価   11,960,443   12,878,811  

     

項目 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

退職給付費用 41,312 46,446 

項目 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

減価償却費 418,175 652,498 

動力費 370,897 474,916 

項目 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

売上原価（他勘定振替高） 13,312 16,335 

前事業年度 当事業年度 

 当社の原価計算は、実際原価による品目別単純総合原

価計算によっております。 
同左 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

222,700 213,620 213,620 37,500 3,590,000 738,968 4,366,468 △722 4,802,065 

事業年度中の変動額                  

 別途積立金の積立（注）         520,000 △520,000 －   － 

剰余金の配当（注）           △58,122 △58,122   △58,122 

役員賞与（注）           △4,480 △4,480   △4,480 

当期純利益           538,637 538,637   538,637 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― 520,000 △43,964 476,035 ― 476,035 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

222,700 213,620 213,620 37,500 4,110,000 695,003 4,842,503 △722 5,278,100 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

834 834 4,802,900 

事業年度中の変動額      

 別途積立金の積立（注）     －

剰余金の配当（注）     △58,122 

役員賞与（注）     △4,480 

当期純利益     538,637 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△209 △209 △209 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△209 △209 475,825 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

624 624 5,278,725 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税引前当期純利益   961,725 896,906 

減価償却費   434,484 674,482 

受取利息及び受取配当
金 

  △3,291 △261 

支払利息   ― 4,251 

投資有価証券売却益   ― △45,875 

固定資産除売却損   49,339 19,848 

売上債権の増加額   △126,929 △50,147 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  24,868 △41,245 

仕入債務の増加額   59,796 10,902 

役員賞与引当金の増加
額 

  ― 6,590 

退職給付引当金の増加
額（△減少額） 

  12,764 △18,306 

役員退職慰労引当金の
減少額 

  △39,065 △958 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

  46,492 △46,492 

その他の流動資産の減
少額（△増加額） 

  5,816 △101,728 

その他の流動負債の増
加額 

  34,877 15,109 

役員賞与の支払額   △5,740 △4,480 

小計   1,455,137 1,318,596 

利息及び配当金の受取
額 

  3,294 261 

利息の支払額   ― △4,251 

法人税等の支払額   △373,225 △413,633 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,085,205 900,972 

       
 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △1,533,584 △2,009,289 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  5,763 815 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  ― 83,375 

貸付による支出   △3,952,525 ― 

貸付金の回収による収
入 

  4,449,020 ― 

ＣＭＳ預け金の純増減
額 

  ― 529,409 

その他   ― 1,639 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,031,325 △1,394,049 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

関係会社短期借入金の
純増減額 

  ― 531,180 

配当金の支払額   △57,959 △58,023 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △57,959 473,156 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

  △4,079 △19,920 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  26,112 22,033 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  22,033 2,113 

   



⑤【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（平成18年３月期） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     738,968 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金   58,122  

２ 役員賞与金   4,480  

（うち監査役賞与金）   (2,110)  

３ 任意積立金      

 別途積立金   520,000 582,602 

Ⅲ 次期繰越利益     156,366 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法 

   （評価差額は全部純資産直入法によ 

   り処理し売却原価は移動平均法によ 

   り算定しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

  月次移動平均法による原価法によっ 

 ております。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産   

   定率法によっております。ただし、 

 平成10年４月１日以降に取得した建物 

 （建物附属設備を除く）については、 

 定額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり 

 であります。 

  建物    15～31年 

  機械装置  ９～16年 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産   

   定額法によっております。ただし、 

 ソフトウェア（自社利用分）について 

 は、社内における利用可能期間（５ 

 年）に基づく定額法によっておりま 

 す。 

無形固定資産   

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ４ 引当金の計上基準             ―――――― 役員賞与引当金  

   役員賞与の支出に備えて、当事業年 

 度における支給見込額に基づき計上し 

 ております。 

（会計方針の変更） 

  当事業年度より、「役員賞与に関 

 する会計基準」（企業会計基準第４号 

 平成17年11月29日）を適用しており 

 ます。 

  これにより従来の方法と比較して 

 営業利益、経常利益及び税引前当期 

 純利益は、それぞれ6,590千円減少し 

 ております。   

  退職給付引当金   

   従業員の退職給付に備えて、当事業 

 年度末における退職給付債務及び年金 

 資産の見込額に基づき計上しておりま 

 す。過去勤務債務は、その発生時の従 

 業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

 年数（10年）による定額法により費用 

 処理しております。数理計算上の差異 

 は発生時における従業員の平均残存勤 

 務期間以内の一定の年数（10年）によ 

 る定額法により按分した額をそれぞれ 

 発生の翌事業年度から費用処理してお 

 ります。 

退職給付引当金 

同左 

  役員退職慰労引当金  

   役員の退職慰労金の支給に備えて、 

 内規に基づく期末要支給額を計上して 

 おります。 

役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転す 

 ると認められるもの以外のファイナン 

 ス・リース取引については、通常の賃 

 貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

 によっております。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金 

 及び容易に換金可能であり、かつ、価 

 値の変動について僅少なリスクしか負 

 わない取得日から３か月以内に償還期 

 限の到来する短期投資からなっており 

 ます。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理 

 は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



（会計処理方法の変更） 

（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

            ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月 

 ９日）及び、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

 会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

 平成17年12月９日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

  これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は、  

 5,278,725千円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に 

 ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務 

 諸表等規則により作成しております。      

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （損益計算書） 

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「補修費」は販売費及び一般

管理費の総額の100分の５を超えたため、区分掲記いたし

ました。 

 なお、前事業年度における「補修費」の金額は2,167千

円であります。  

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「製品補償費」は販売費及び

一般管理費の総額の100分の５を超えたため、区分掲記い

たしました。 

 なお、前事業年度における「製品補償費」の金額は

9,500千円であります。  

 前事業年度まで区分掲記しておりました「原材料廃棄

損」（当事業年度151千円）は営業外費用の総額の100分

の10以下であり重要性を勘案して「雑損失」に含めて表

示することにいたしました。  

 （損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「補修費」

（当事業年度3,688千円）は販売費及び一般管理費の総額

の100分の５以下となったため、「その他」に含めて表示

することといたしました。  

――――――   （キャッシュ・フロー計算書） 

 「貸付による支出」「貸付金の回収による収入」は期間

が短く、かつ、回転が速い項目に係るキャッシュ・フロ

ーであるため、「ＣＭＳ預け金の純増減額」として純額

で表示することといたしました。 

  なお、当事業年度の「貸付による支出」は△690,430千

円、「貸付金の回収による収入」は1,219,840千円であり

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式 ※１        ―――――― 

普通株式   11,500,000株

発行済株式総数 普通株式 3,230,000 

       

    

※２ 自己株式の保有数 ※２        ―――――― 

普通株式      1,000株    

※３ 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

※３ 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

売掛金     1,307,929千円

買掛金        883,369 

ＣＭＳ預け金 529,409 

売掛金 1,315,340千円

買掛金      897,278 

    

 ４ 商法施行規則第124条第３号の規定により配当に充

当することが制限されている金額は834千円でありま

す。 

 ４        ―――――― 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

売上原価 売上原価 

他勘定振替受  

  製造経費（減価償却費他） 13,312千円

他勘定振替払  

  販売費及び一般管理費 

（交際費他） 
922千円

  営業外費用（製品廃棄損他)  4,397 

  計    5,320 

  差引 他勘定振替高  △7,992 

他勘定振替受  

  製造経費（減価償却費他）  16,335千円

他勘定振替払  

  販売費及び一般管理費 

（交際費他） 
 1,420千円

  営業外費用（製品廃棄損他）  9,446 

  計      10,866 

  差引 他勘定振替高     △5,468 

   
   

※２ 研究開発費29,302千円は全額一般管理費として計

上しております。なお、引当金繰入額及び減価償却

費が次のとおり含まれております。 

※２ 研究開発費39,392千円は全額一般管理費として計

上しております。なお、引当金繰入額及び減価償却

費が次のとおり含まれております。 

退職給付費用       780千円

減価償却費 6,894 

退職給付費用      1,041千円

減価償却費      8,227 

 ※３ 過年度損益修正益の内容は次のとおりであります。

役員退職慰労引当金戻入益    5,424千円

 ※３         ―――――― 

          

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

有形固定資産  

  建物           1,606千円

  構築物            804 

  機械及び装置   46,064 

  車両及び運搬具  386 

  工具器具備品  476 

  計 49,339 

有形固定資産  

  建物     3,540千円

  構築物          1,355 

  機械及び装置         14,816 

  車両及び運搬具  65 

  工具器具備品  71 

  計       19,848 

※５ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

※５ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

売上高   12,851,997千円

原材料仕入高 

（当期製品製造原価） 
8,919,857 

受取利息           3,256 

売上高    13,631,056千円

原材料仕入高 

（当期製品製造原価） 
9,577,577 

受取利息 226 

支払利息  4,251 

投資有価証券売却益  45,875 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式        

普通株式 3,230 ― ― 3,230 

合計 3,230 ― ― 3,230 

自己株式        

普通株式 1 ― ― 1 

合計 1 ― ― 1 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 58,122 18.0 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 58,122  利益剰余金 18.0 平成19年３月31日 平成19年６月27日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定         22,033千円

現金及び現金同等物 22,033 

現金及び預金勘定        2,113千円

現金及び現金同等物 2,113 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

①          ―――――― 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具備品 6,837 6,457 379 

計 6,837 6,457 379 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 ②          ―――――― 

１年内         379千円        

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

  

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料        1,482千円

減価償却費相当額 1,482 

支払リース料  379千円

減価償却費相当額 379 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖

離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、

回復の可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖

離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、

回復の可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

有価証券 

  種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 352 1,738 1,385 

  貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 39,001 

有価証券 

  種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 352 1,389 1,037 

  貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 1,501 

売却額（千円）  売却益の合計額（千円） 

83,375 45,875 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度及び退職一時金制度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日） 

  （千円）

イ 退職給付債務 △654,315

ロ 年金資産 37,441

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △616,874

ニ 未認識数理計算上の差異 103,613

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △78,305

ヘ 貸借対照表計上額純額 

(ハ＋ニ＋ホ) 
△591,565

ト 退職給付引当金 △591,565

  （千円）

イ 退職給付債務 △750,685

ロ 年金資産 75,384

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △675,300

ニ 未認識数理計算上の差異 170,558

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △68,517

ヘ 貸借対照表計上額純額 

(ハ＋ニ＋ホ) 
△573,259

ト 退職給付引当金 △573,259

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） （自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  （千円）

イ 勤務費用(注) 44,099

ロ 利息費用 7,260

ハ 期待運用収益 △903

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 10,044

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △9,788

ヘ 退職給付費用 

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
50,713

  （千円）

イ 勤務費用(注) 47,299

ロ 利息費用 4,962

ハ 期待運用収益 －

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 13,925

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △9,788

ヘ 退職給付費用 

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
56,399

（注）確定給付企業年金に対する従業員拠出額を控除し

ております。なお、退職一時金は、簡便法を採用

しており勤務費用に含んで計上しております。 

（注）         同左 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 

 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 

  2.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 

 10年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

 10年 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 

 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 

  0％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 

 10年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

 10年 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

流動資産  

未払賞与     27,885千円

未払事業税 17,080 

その他 153 

固定資産  

退職給付引当金 235,248 

役員退職慰労引当金 1,414 

その他 8,925 

繰延税金資産合計 290,707 

繰延税金負債  

固定負債  

その他有価証券評価差額金 551 

繰延税金負債合計 551 

繰延税金資産の純額 290,155 

繰延税金資産  

流動資産  

未払賞与  26,364千円

未払事業税 14,100 

その他 5,234 

固定資産  

退職給付引当金 227,968 

役員退職慰労引当金 1,032 

その他 11,205 

 繰延税金資産小計 285,905 

   評価性引当額 △1,032 

繰延税金資産合計 284,872 

繰延税金負債  

固定負債  

その他有価証券評価差額金 412 

繰延税金負債合計 412 

繰延税金資産の純額 284,460 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、財務諸表等規則第８条の12第３項の規定に基づ

き注記を省略しております。 

２           同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 製品の販売について 

 当社は東洋水産㈱からの委託によりマルちゃんブランド製品（即席麺・米飯）を製造し、納品販売しておりま

す。販売価格などの取引条件については、毎年協議の上、年間受注数量等を勘案して決定しております。 

② 原材料の仕入について 

 製品の標準化及び原価の低減を図るため、一部の原材料については東洋水産㈱を通じて購入しておりますが、仕

入価格などの取引条件については、市場価格等を勘案し、協議の上、決定しております。 

③ その他営業取引について 

 これらの取引は経費負担額等の授受であり、項目が多岐にわたるため取引条件等の記載は省略しております。 

④ ＣＭＳ預け金の利率について 

 貸付利率については、市中金利等を勘案し、東洋水産㈱の規定により協議の上、決定しております。 

属性 会社名 住所 
資本金 

（百万円）
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 東洋水産 

㈱ 

東京都 

港区 

18,969 食品の 

製造販売 

(被所有) 

直接 51.84 

兼任1名 委託によ

る即席

麺・米飯

の製造及

び販売 

原材料の

仕入 

営業 

取引 

製品の 

販売 
12,851,997 売掛金 1,307,929

               
原材料

の仕入 
8,919,857 買掛金 883,369

               
その他 

14,266 
未収 

入金 
2,022

                86,839 
未払 

費用 
8,572

             

営業取

引以外

の取引 

資金の

寄託に

係る受

取利息 

3,256 
ＣＭＳ 

預け金 
529,409



当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 製品の販売について 

 当社は東洋水産㈱からの委託によりマルちゃんブランド製品（即席麺・米飯）を製造し、納品販売しておりま

す。販売価格などの取引条件については、毎年協議の上、年間受注数量等を勘案して決定しております。 

② 原材料の仕入について 

 製品の標準化及び原価の低減を図るため、一部の原材料については東洋水産㈱を通じて購入しておりますが、仕

入価格などの取引条件については、市場価格等を勘案し、協議の上、決定しております。 

③ その他営業取引について 

 これらの取引は経費負担額等の授受であり、項目が多岐にわたるため取引条件等の記載は省略しております。 

④ ＣＭＳ預け金の利率について 

 貸付利率については、市中金利等を勘案し、東洋水産㈱の規定により協議の上、決定しております。 

⑤ 関係会社短期借入金の利率について 

 借入利率については、市中金利等を勘案し、東洋水産㈱の規定により協議の上、決定しております。 

⑥ 投資有価証券の売却について 

 投資有価証券の売却については、当該会社の最近時点での純資産額に基づき、合意の上で決定しております。  

属性 会社名 住所 
資本金 

（百万円）
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 東洋水産 

㈱ 

東京都 

港区 

18,969 食品の 

製造販売 

(被所有) 

直接 51.83 

兼任1名 委託によ

る即席

麺・米飯

の製造及

び販売 

原材料の

仕入 

営

業

取

引 

製品の販売 13,631,056 売掛金 1,315,340

               
原材料の仕

入 
9,577,577 買掛金 897,278

               
その他 

9,454 
未収 

入金 
885

                162,266 
未払 

費用 
11,360

             

営

業

取

引

以

外

の

取

引 

資金の寄託

に係る受取

利息 

226 
ＣＭＳ  

預け金  
―

               
 

資金の回収 529,409 
  

  
 

               

  資金の借入

に係る支払

利息 

4,251 

関係会

社短期

借入金 

531,180

                  資金の借入 531,180    

               
  投資有価証

券の売却 
     

                  売却価額 83,375 ―  ―

               
  投資有価証

券売却益 
45,875    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額                 1,486.04円                         1,634.79円 

１株当たり当期純利益金額       177.85円             166.81円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

       同左 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（千円） 578,768 538,637 

普通株主に帰属しない金額（千円） 4,480 － 

（うち利益処分による役員賞与） (4,480) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 574,288 538,637 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,229,000 3,229,000 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当事業年度増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 無形固定資産の金額は、資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減

少額」の記載を省略しております。 

３ 長期前払費用の金額は、通常の費用の前払いの期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、

償却累計額および当期償却額は記載しておりません。 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 

     

東和エステート㈱ 30 1,500 

㈱東邦銀行 2,720 1,389 

㈱大禄 40 1 

計 2,790 2,890 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高 

（千円） 

有形固定資産              

建物 1,928,204 891,359 22,789 2,796,773 1,076,305 135,876 1,720,468 

構築物 363,623 24,580 16,874 371,329 240,272 14,783 131,056 

機械及び装置 4,575,997 2,017,868 64,838 6,529,027 3,178,229 513,005 3,350,797 

車両及び運搬具 6,529 ― 1,300 5,229 4,387 829 841 

工具器具備品 127,475 14,117 1,422 140,170 111,711 9,696 28,458 

土地 467,569 ― ― 467,569 ― ― 467,569 

建設仮勘定 1,677,429 1,188,646 2,866,076 ― ― ― ― 

有形固定資産計 9,146,829 4,136,571 2,973,301 10,310,099 4,610,906 674,192 5,699,193 

無形固定資産              

商標権 ― ― ― 1,899 1,559 189 340 

ソフトウェア ― ― ― 500 458 100 41 

電話加入権 ― ― ― 873 ― ― 873 

無形固定資産計 ― ― ― 3,273 2,017 289 1,255 

長期前払費用 ― 4,932 2,372 2,560 ― ― 2,560 

建物 無菌包装米飯工場 378,360千円

機械及び装置  無菌包装米飯製造設備 1,735,293千円

建設仮勘定 無菌包装米飯製造設備 974,467千円



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）利率については、期末借入金残高に対する利率を記載しております。 

【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率  
（％） 

返済期限 

関係会社短期借入金 ― 531,180 1.08 ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

役員退職慰労引当金 3,555 1,001 1,960 ― 2,597 

役員賞与引当金 ― 6,590 ― ― 6,590 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ハ 製品 

区分 金額（千円） 

現金 232 

預金  

普通預金 1,880 

合計 2,113 

相手先 金額（千円） 

東洋水産㈱ 1,315,340 

防衛省 52,526 

日本油脂㈱ 36,728 

㈱大塚製薬工場 6,535 

㈱アイケイ 3,146 

その他 7,136 

合計 1,421,414 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

× 100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 

２ 
────── 

(Ｂ) 
───── 

365 

1,371,266 14,742,780 14,692,633 1,421,414 91.2 34.6 

品目 金額（千円） 

即席麺 25,649 

米飯 53,458 

その他 5,568 

合計 84,676 



ニ 原材料 

ホ 仕掛品 

へ 貯蔵品 

② 負債の部 

イ 買掛金 

ロ 退職給付引当金 

(3）【その他】 

区分 金額（千円） 

主原料 19,232 

副原料 67,988 

包装材料 37,297 

合計 124,517 

品目 金額（千円） 

即席麺 11,366 

その他 71 

合計 11,437 

区分 金額（千円） 

燃料 1,371 

消耗品 119 

予備部品 23,925 

その他 24 

合計 25,440 

相手先 金額（千円） 

東洋水産㈱ 897,278 

日本油脂㈱ 9,720 

㈱物産ライス  3,794 

㈱日本テトラパック 3,375 

東光食糧㈱ 2,168 

その他 8,363 

合計 924,701 

区分 金額（千円） 

未積立退職給付債務 675,300 

未認識数理計算上の差異 △170,558 

未認識過去勤務債務（債務の減額） 68,517 

合計 573,259 



 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることが出来ない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載

する方法としております。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通り

であります。 

http://www.fukushimafoods.jp/  

株主に対する特典 
３月31日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された1,000株以上の株

主に対して、当社製造品（3,000円相当）を７月に贈呈いたします。 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

   当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 ２【その他の参考情報】 

    当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  （１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第50期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月27日東北財務局長

に提出 

  （２）半期報告書 

第51期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 平成18年12月15日東北財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

フ ク シ マ フ ー ズ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフクシマフーズ株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フクシマフーズ株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 河 村   勝 

      

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池 谷 修 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 原 正 弘 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年６月26日

フクシマフーズ株式会社  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池 谷 修 一 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 宮 原 正 弘 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフクシ

マフーズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フクシマ

フーズ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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